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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,789 0.1 △105 ― △221 ― △216 ―
22年3月期 5,783 △10.9 48 ― 6 ― △787 ―
（注）包括利益 23年3月期 △287百万円 （―％） 22年3月期 △738百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △31.41 ― △3.3 △2.5 △1.8
22年3月期 △114.12 ― △10.8 0.1 0.8
（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  △27百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,461 6,466 76.4 937.09
22年3月期 9,217 6,856 74.4 993.72
（参考） 自己資本  23年3月期  6,466百万円 22年3月期  6,856百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △261 △1,281 △166 863
22年3月期 515 166 △122 2,579

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 103 ― 1.4
23年3月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 103 ― 1.6
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生しました「東日本大震災」の影響により、合理的な算定が難しいことから現時点では未定とさせて
いただきます。業績への影響を精査し、確定し次第、速やかに公表いたします。 



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 6,908,350 株 22年3月期 6,908,350 株
② 期末自己株式数 23年3月期 8,218 株 22年3月期 8,070 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 6,900,181 株 22年3月期 6,900,280 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,789 0.1 70 610.8 △27 ― △27 ―
22年3月期 5,783 △10.9 9 ― 18 △90.0 △751 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △4.05 ―
22年3月期 △108.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 8,970 6,874 76.6 996.24
22年3月期 9,515 7,026 73.8 1,018.26
（参考） 自己資本 23年3月期  6,874百万円 22年3月期  7,026百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続
は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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当連結会計年度におけるわが国経済は、前年度後半から緩やかな経済回復基調にあったものの、米ド

ルおよびユーロに対する大幅な円高に移行し、また景気低迷の長期化懸念から企業の設備投資は抑制さ

れ、個人消費もデフレ感の進行、不安定な雇用および所得環境の悪化等を受け低迷しました。 

 このような業界環境下、当社は経営の効率化を念頭に、固定費の大幅な削減を含めた経営体質の改善

を図りました。一方、地球環境に優しい（CO2排出量が少なく、環境負荷物質[水銀等]を使用しない）

LEDの特長を活かした照明関連製品の開発に傾注いたしました。 

 こうした結果、当連結会計年度の連結売上高は、5,789,946千円（前連結会計年度比0.1％増）となり

ました。利益面では、販売費及び一般管理費の圧縮を実施したものの、連結営業損失は105,074千円

（前連結会計年度は48,654千円の連結営業利益）となり、営業外収支では為替差損失が影響し、連結経

常損失は221,802千円（前連結会計年度は6,904千円の連結経常利益）となりました。また、連結当期純

損失は216,715千円（前連結会計年度は787,469千円の連結当期純損失）となりました。 

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

① 自動販売機関連 

当社グループの主力製品の販売先であります自動販売機業界におきましては、飲料用製品は夏場の猛

暑により一時的な売上の増加はあったものの、依然として消費低迷により新規投資は抑制される状況の

中、LED照明への置換えが進み売上に貢献するかたちで前期実績は上回ることができた結果、売上高は

2,804,014千円、セグメント利益は32,454千円となりました。 

② アミューズメント関連 

アミューズメント向けを中心とするデバイス製品では、景気低迷の影響を受け、新規企画が後ろ倒し

になったこと、さらに東日本大震災による３月度納入予定の一時停止もあり、売上は期初計画・前期実

績ともに大きく下回った結果、売上高は1,105,940千円、セグメント損失は810千円となりました。 

③ 照明関連 

照明用製品の売上は、前年実績を大きく上回りましたが、価格競争の激化や東日本大震災による３月

度の納入にブレーキがかかり、本年度大幅な伸長を期待した期初計画を大きく下回った結果、売上高は

734,195千円、セグメント損失は131,757千円であります。 

④ 表示器関連 

表示器その他製品の売上はお客様の中国を中心とするアジア向け産業機器用の製品が好調に推移した

ことから、期初計画・前年実績ともに大きく上回った結果、売上高は1,145,796千円、セグメント利益

は98,466千円となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、未だ国内景気低迷の長期化懸念は払拭されない中での大震災の影響も

あり、業界環境が回復するには時間を要するものとみられ、経営環境は引き続き厳しさを増すものと考

えられます。 

 このような厳しい環境下にありますが、電力供給不足を想定した省電力のためのLED照明の需要が高

まることも考えられ、製品開発を加速し製品ラインアップの拡充により売上拡大を目指してまいりま

す。 

 なお、次期連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生しました「東日本大震災」によ

り、合理的な算定が難しいことから、現時点では未定とさせていただきます。今後、業績予想が可能と

なった段階で、速やかに公表いたします。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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① 資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、8.5％減少し、5,882,761千円となりました。これは主とし

て、現金及び預金が1,737,053千円減少したこと、一方で関係会社短期貸付金が1,200,000千円増加した

ことによるものです。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、7.6％減少し、2,578,369千円となりました。これは主とし

て、投資有価証券が株式の売却等により41,645千円減少したことによるものです。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、8.2％減少し、8,461,131千円となりました。 

（ロ）負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、14.4％減少し、1,609,664千円となりました。これは主と

して、支払手形及び買掛金が118,965千円減少したこと、未払金や設備購入支払手形の減少等によりそ

の他流動負債が87,122千円減少したことによるものです。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、19.6％減少し、385,418千円となりました。これは主とし

て、役員退職慰労金の支払い等によりその他の固定負債が86,582千円減少したことなどによるもので

す。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、15.5％減少し、1,995,083千円となりました。 

（ハ）純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、5.7％減少し、6,466,048千円となりました。これは主と

して、連結当期純損失の計上および剰余金の配当により利益剰余金が320,219千円減少したことによる

ものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ1,716,908千円減少し、863,005千円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果使用した資金は、261,239千円（前連結会計年度は、515,706千円の獲得）となりま

した。 

 収入の主な内訳は、減価償却費233,530千円であり、支出の主な内訳は、たな卸資産の増加額

147,525千円および役員退職慰労金の支払額105,000千円であります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、1,281,266千円（前連結会計年度は、166,180千円の獲得）となり

ました。 

 これは、主に関係会社貸付けによる支出1,200,000千円であります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、166,036千円（前連結会計年度は、122,341千円の使用）となりま

した。 

 支出の主な内訳は、配当金の支払額103,446千円であります。 

  

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

自己資本比率（％）           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率（％）     ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率   ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ：キャッシュ・フロー／利払い 

  
（注） １.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

  ２.株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

   ３.キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使 

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての

負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 

  

当社の利益配分の基本方針は、各事業年度の連結業績、財務体質の強化、今後のグループ事業戦略を

考慮して、当社の分配可能額の範囲内で安定的な利益還元を実施することであります。  

 剰余金の配当につきましては、期末配当の年１回を基本方針としておりますが、会社業績等に応じた

株主への利益還元を柔軟に実施するため、期末配当のほか中間配当等をすることができる旨を定款に定

めております。 

 内部留保金の使途につきましては、成長性、収益性の高い事業分野への投資とともに、既存事業の効

率化、活性化のための投資および人材育成のための教育投資として活用してまいります。 

 当期の配当につきましては、 １株当たり15円とさせていただきます。 

  

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 68.3 69.0 75.9 74.4 76.4

時価ベースの自己資本比率 48.8 63.1 44.2 84.2 66.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― 0.6 ― 0.8 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― 71.3 ― 92.9 ―

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当
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当社グループの経営成績、財政状態および株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとして、以下の

ようなものがあります。 

 なお、本項に記載する将来に関する事項は、決算短信開示日（平成23年５月10日）現在において当社

グループが判断したものであります。 

① 事業分野に関するリスク 

当社グループ売上高のおよそ半分を占める自動販売機関連事業では、自動販売機の普及が進み、今

後台数総量が増加に転じることは予測し難い状況にあります。特に、飲料用自動販売機は気候の状況

により出荷台数に変動があり、自動販売機関連事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 LED関連製品の、デバイス製品（アミューズメント市場向け）では、使用される遊技機自体に型式

試験が必要であり、その試験結果の可否とその時期、および認定後の需要の増減幅が大きいこと、ま

た景気低迷感からくる顧客の減少による設備投資圧縮（新台の抑制）が当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。また、LED照明では、成長分野であることから、大手家電メーカーをはじ

めとし、多くの企業が参入してきており、製品の陳腐化による在庫増および価格競争等により、当社

グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。 

② 製品の欠陥について 

設計・生産段階で品質管理を徹底することにより、品質クレームの発生は低減傾向にありますが、

製品において予期しない大規模なクレームが発生した場合、回収・手直し等の追加費用の発生によ

り、当社グループの業績および財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

③ 価格競争について 

当社グループの事業を取り巻く業界の価格競争は極めて厳しい状況にあります。このような環境

下、当社グループでは高付加価値製品の開発を進め、競争力の維持に努めております。しかしなが

ら、特にLED業界では技術革新が早く、また市場変化も大きいことから価格面での競争力を維持でき

ない場合、当社グループの業績および財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

④ 為替変動等の影響について 

当社グループの製品は、日本国内のほか、在バングラデシュの子会社に部材を輸出し、製品を製造

後輸入しており、為替変動の影響を受ける可能性があります。バングラデシュ通貨（タカ）は米国ド

ルとの関係が顕著なため、ドルに対するタカ、さらにドルと円という３通貨間での為替リスクがあ

り、当社グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。 

⑤ カントリーリスク 

当社グループの主力製品である自動販売機関連製品は、Op-Seed Co.,(BD)Ltd.（バングラデシュ人

民共和国チッタゴン市）で主に製造しております。同国は国政の不安定リスク、最貧国ゆえの財政・

金融面でのリスクを抱えており、港湾・交通機関等に混乱が生じた場合、当社グループの業績および

財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

⑥ 自然災害について 

当社グループは、地震・火災・津波・台風（サイクロン）などの自然災害の発生により、生産の遅

延や一時停止、物流ルートの一時的な混乱が起こる可能性があるため、設備点検等の必要な安全対策

を実行し、発生時のリスク低減に努めております。 

 しかしながら、自然災害による影響を完全に防止・軽減することは不可能であり、自然災害が発生

した場合、結果として当社グループの業績および財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

（４）事業等のリスク
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光波グループは、次に掲げる「基本理念」、「経営理念」に基づき、開かれた全員参加の経営によ

り、お客様のニーズに応える高品質・高付加価値の新しい独自のオプトエレクトロニクス製品を開発す

る「光」の創造企業として成長・発展し、社会的責任を果たすことをめざします。 

  

◎ 基本理念/MISSION 

私たちは世界の人々のために、「光」の可能性を追求し、地球環境にやさしい創造的な商品・サービ

スを提供することで成長します。 

  

◎ 経営理念/VISION 

光波グループは、  

１．社員の個性を尊重し、努力によって成果をもたらす人を最も賞賛します。  

２．“光波/KOHA”ブランドを世界に拡げます。  

３．世界のお客様が求める未来の「光」を常に探求します。  

４．各国の法規制を遵守し文化・慣習を尊重します。  

５．地球環境保全のため、環境配慮型商品を積極的に提供します。 

  

◎ コーポレートスローガン 

「光の創造企業をめざす/“For Lighting Creation”」  

 当社グループは、「光」の創造企業として、全社員一丸となり、独自の技術を積み重ね「光」への大

きな夢とロマンを追求し、お客様に満足していただく独創的かつ先進的な商品・サービスを提供しま

す。 

  

◎ 行動指針/GUIDELINE 

私たちは、  

１．常に光波グループへの利益貢献を心がけます。 

２. お客様とのパートナーシップを大切にします。 

３．革新する勇気と行動を大切にします。 

４．多彩な個性を大切にします。 

５．社会的な責任を大切にします。 

  

当社グループは、2010年度から2012年度にわたる３カ年の中期経営計画に基づき、利益率の向上を目

標として経営活動を実施し、付加価値の高い製品を供給することによって、中期的には連結営業利益５

億円の達成を経営目標に掲げております。 

 また、株主価値の向上のため、使用総資本の回転率および利益獲得の効率性の目安となる総資産利益

率（ROA）を評価指標と位置づけ、経営効率の改善に努めてまいります。 

  

当社グループは、中期スローガンとして「光の創造企業として成長・発展する/“Breakthrough the 

Lighting Creation”」を掲げ、自動販売機製品・デバイス製品・LED応用製品の各事業領域において以

下の経営戦略を推し進めてまいります。 

① 当社グループの行動指針に基づき、内部統制・コンプライアンスを重視し、地球環境にやさしい

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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創造的な商品・サービスを提供してまいります。 

② 経営手法として、財務・顧客・業務改革・人材の４つの視点からなるバランススコアカード

（BSC）を更に浸透・進化させ、戦略へのアクションプランをより確実に実行してまいります。 

③ 国内を中心に展開を進めてきました自動販売機市場およびアミューズメント市場に加え、グロー

バル市場の視点を加えたLED照明を中心としたLED応用製品の市場展開を図ってまいります。 

④ グループの長期ビジョン実現目標を共有化し、開発・生産・販売の各戦略においてグループ総合

力を最大活用しながらシナジーによる経営効率を高めてまいります。 

⑤ 長期的な企業成長の観点から、新たに立上げたグループERPシステムを駆使し、グローバルネット

ワークの相互連携を図り効率的な連結経営を行うため、、コストダウン・SCM（サプライ・チェー

ン・マネージメント）による生産リードタイム短縮・在庫削減への取組みや経営指標の見える化な

どマネージメント品質の向上を行ってまいります。 

⑥ 商品開発では、ブランド力の向上を目指した戦略を展開するとともに、タムラグループと一体に

なり酸化ガリウム基板を使用した新型LEDデバイスの開発を完了させ、中長期的なコアビジネスを

構築してまいります。 

  

① グループ経営力の強化 

国内の長期化する景気低迷により、今後も不透明な状況が予想されるなか、当社ではマーケティ

ングから開発、生産、販売にいたる重要戦略をより積極的に実行するため、マネージメント力の強

化を図り、人材の側面からも確固たる経営基盤を構築してまいります。 

  

② グループ販売力の強化 

当社の主力である自販販売機関連では、LED照明をはじめ競争が激化する中、お客様の立場に立

った提案型営業を推し進めてまいります。また成長拡大事業の一つであるLED照明の販売強化のた

めに海外を含めたグローバル市場への販売を加速し、グループの総合力を活用した戦略を積極的に

展開してまいります。 

  

③ 製品開発の強化 

当社グループは、下記の製品事業においてそれぞれ重要な戦略製品の開発に取り組んでおりま

す。 

 自動販売機用製品では、LED照明および関連する製品において、更なる省エネ提案による差別化

とコスト競争力を持った製品開発を行ってまいります。 

 デバイス製品では、株式会社タムラ製作所との共同開発による酸化ガリウム基板を使用した新型

LEDデバイスの開発にメドを付けビジネス展開へと進めてまいります。 

 LED応用製品におけるLED照明では、性能向上およびコスト低減を行った製品ラインアップを拡充

し、海外市場向けとしては海外設計および生産による地産地消型の製品開発を進めてまいります。

  

④ 新ERPシステム導入による経営基盤の整備 

仕入、生産管理、物流、販売のすべての流れを見直し、生産性向上と経営指標のモニタリングシ

ステム向上のための新ERPシステムが国内で立ち上がり、現在海外関連工場への導入が着実に進ん

でおります。原価分析による利益/損失の見える化、コスト削減、リードタイム短縮・在庫削減な

どSCM（サプライ・チェーン・マネージメント）へのインフラツールとして、また、海外グループ

調達の効率化を図るなどグループ連結経営の強化を推進してまいります。 

  

（４）会社の対処すべき課題

当社が対処すべき当面の課題は以下のとおりであります。
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当社は、平成23年３月25日開催の取締役会において、親会社である株式会社タムラ製作所（以下、「タ

ムラ製作所」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行

うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結しました。 

 本株式交換契約の概要は、次のとおりであります。 

  

 タムラ製作所は、2015年の新たなエレクトロニクス市場の拡大を見据え、長期ビジョン「2015年タムラ

グループビジョン」のもと、2013年３月期を最終年度とする新中期経営計画「Ｔ'ｓ ＰＯＷＥＲ＋(ティ

ーズパワー・プラス)」を策定し、グローバルな市場でグループ総合力を最大限発揮していくことを目指

しております。具体的な目標として、2013年３月期連結業績における「売上高1,000億円」、「営業利益

70億円（営業利益率7.0％）」の達成を掲げ、目標の実現に向け、開発戦略、地域戦略、人材戦略の３つ

を基軸とする戦略を展開しております。  

 2010年４月には、グローバルな展開で業界トップシェアを目指す「Ｎｏ.１戦略」の一環として、エネ

ルギー市場向けトランスメーカー、英国ROMARSH（ロマーシュ）社の株式を取得（タムラ製作所の連結会

社化）し、生産拠点・販売網もグローバルに強化するなど、新たな取り組みを着実、かつ、積極的に進め

ております。  

 また、2008年５月に連結子会社化した当社との共同開発、営業販売面などにおける連携・コラボレーシ

ョンにより、今後成長が見込まれる、LED（発光ダイオード）応用製品による省エネ照明や、フィルム・

コーティング技術を生かした白色反射材・黒色吸収材など、LED関連材料の開発・投入を、「オンリーワ

ン戦略」の一環として、推進しております。  

 当社は、“光のエンジニアリング企業”として、LEDを応用したオプトエレクトロニクス製品の開発に

注力しており、市場で圧倒的なシェアを誇る自動販売機のスイッチ内蔵照光式連動押しボタン（商品選択

ボタン）をはじめ、各種OA機器などのディスプレイに用いられるチップLEDランプ、鉄道の安全を支える

各種表示機器など、幅広い分野に製品を提供しており、LED応用製品分野において確固たる地位を確立し

ております。また、当社のLED事業はタムラ製作所グループのチャレンジ項目に位置づけられ、タムラ製

作所と当社にて共同開発を進めている、酸化ガリウム基板を用いた大電流タイプ高輝度LEDなどの高付加

価値製品の開発も、タムラ製作所グループのノウハウ・技術・その他経営資源の有効活用により、積極的

に推し進めております。なお、タムラ製作所との連携により、酸化ガリウム基板を用いた大電流タイプ高

輝度LEDの実現（2012年の製品投入を予定）に向けた成果が着実に表れ始めております（詳細は、３月25

日付で公表しておりますプレスリリース「酸化ガリウム基板を使用したLED素子の開発について」をご参

照願います。）。  

 当社グループの売上高のおよそ半分を占める自動販売機関連事業は、たばこ用自販機は減少傾向にある

ものの、飲料用では飲料メーカー各社は自販機へのLED照明の導入による省エネ化に加え、利益率の高い

自販機での販売戦略を再構築中であり、飲料用自販機の需要は底固く、今後も順調に推移するものと考え

られます。一方、近年成長分野として期待されているLED照明では、民生用を中心に大手家電メーカーが

出揃うとともに、日本の中堅企業に加え海外勢も多数参入してきており、この分野での競争は激化してお

ります。  

 このような現状認識のもと、当社は、LED照明などの注目成長市場において、競争力を強化し、LED応用

製品の分野でトップとしての地位を確固たるものとするためには、今まで以上に両社の協力関係を密にし

て、経営スピード、シナジーの創出を加速していかなくてはいけないと考えております。また、タムラ製

作所としても、タムラ製作所グループとして省エネ照明、LED関連材料を始めとしたLED関連ビジネスの事

業拡大、競争力強化、さらにはグローバル展開のためには、当社との更なる連携が不可欠と考えておりま

す。  

 本株式交換を通じたタムラ製作所による当社の完全子会社化は、トップクラスの電源技術、素材技術等

に裏づけされた、タムラ製作所の生産、研究開発、グローバルな調達体制と、当社のLED関連の独自技術

（５）その他、会社の経営上重要な事項

① 本株式交換による完全子会社化の目的
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の融合を更に深化させることを可能とし、その結果、グループとしてのシナジー効果を一層高め、タムラ

製作所グループにおけるＬＥＤ関連ビジネスの強化が実現できるものと考えております。  

 タムラ製作所および当社は、照明のLED化がグローバルで加速していることから、タムラ製作所グルー

プの海外拠点等を利用した、LED応用製品のグローバル展開、タムラ製作所と当社にて共同開発を進めて

いる新型LEDデバイス、高輝度LED技術の確立など、様々な面でグループ・シナジーの最大化を図ることが

期待できるものと本株式交換の実施を判断いたしました。  

 本株式交換により、タムラ製作所グループは、グループ会社間の連携をより一層強化し、効率的、か

つ、迅速な意思決定に基づくグループ経営を実現することで、企業の成長スピードを高め、“オンリーワ

ン価値創造企業”として、グループ全体としての企業価値を高めてまいります。また、本株式交換で新た

にタムラ製作所の普通株式を保有することとなる当社の株主の皆様に対しては、タムラ製作所グループの

企業価値向上により、従来以上の株主利益還元を享受いただけるよう努めてまいります。 

  

   
（注）１ タムラ製作所は、会社法第796条第３項に基づく簡易株式交換の手続きにより、株主総会の承認を受けず

に本株式交換を行う予定です。 

２ 上記日程は、本株式交換の手続進行上の必要性およびその他の事由により、両社の合意に基づき変更さ

れることがあります。 

  

タムラ製作所を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換となります。本株式

交換は、タムラ製作所については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより

株主総会の承認を受けずに行う予定です。当社については、平成23年６月24日に開催予定の当社の定時

株主総会において本株式交換契約の承認を受けたうえで行う予定です。 

 当社の普通株式１株に対して、タムラ製作所の普通株式3.85株を割当て交付します。ただし、タムラ

製作所が保有する当社の普通株式3,600,400株については、本株式交換による株式の割当ては行いませ

ん。 

  

 
  

② 本株式交換の要旨

（イ） 本株式交換の日程

株式交換契約締結決議取締役会（両社） 平成23年３月25日（金）

株式交換契約締結（両社） 平成23年３月25日（金）

株式交換契約承認定時株主総会基準日（当社） 平成23年３月31日（木）

株式交換契約承認定時株主総会開催日（当社） 平成23年６月24日（金）（予定）

最終売買日（当社） 平成23年７月26日（火）（予定）

上場廃止日（当社） 平成23年７月27日（水）（予定）

株式交換の予定日（効力発生日） 平成23年８月１日（月）（予定）

（ロ） 株式交換の方式

（ハ） 本株式交換に係る割当ての内容

会社名 タムラ製作所
（株式交換完全親会社）

当社 
（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 1 3.85

本株式交換により交付する株式数 普通株式：12,703,968株（予定）
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当社が発行しており未だ権利行使されていない新株予約権については、当社の株式交換契約承認定時

株主総会にて本株式交換契約が承認された後、本株式交換の効力発生日の前日までに、すべて当社が無

償で取得し、それらを消却するか、又は本株式交換の効力発生日に先立つ平成23年６月30日をもって権

利行使期間が満了し、これによりすべて消滅する予定です。なお、当社は、新株予約権付社債を発行し

ておりません。 

  

本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、タムラ製作所および当

社がそれぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、タ

ムラ製作所は大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社（以下、「大和証券ＣＭ」といいます。）を、

当社はみずほ証券株式会社（以下、「みずほ証券」といいます。）を、それぞれの第三者算定機関に選

定いたしました。 

 大和証券ＣＭは、タムラ製作所の普通株式については、タムラ製作所の普通株式が株式会社東京証券

取引所（以下、「東京証券取引所」といいます。）に上場しており、市場株価が存在することから、市

場株価法（平成23年３月23日を算定基準日として、タムラ製作所による「東北地方太平洋沖地震の影響

に関するお知らせ」および当社による「『東北地方太平洋沖大地震』に関するお知らせ」の公表日であ

る平成23年３月14日から算定基準日の期間、ならびに算定基準日までの直近１ヶ月間、３ヶ月間、６ヶ

月間の各期間を採用し、当該期間の終値平均株価を採用）を採用して算定を行いました。また、当社の

普通株式については、当社の普通株式がＪＡＳＤＡＱに上場しており、市場株価が存在することから、

市場株価法（平成23年３月23日を算定基準日として、タムラ製作所による「東北地方太平洋沖地震の影

響に関するお知らせ」および当社による「『東北地方太平洋沖大地震』に関するお知らせ」の公表日で

ある平成23年３月14日から算定基準日の期間、ならびに算定基準日までの直近１ヶ月間、３ヶ月間、６

ヶ月間の各期間を採用し、当該期間の終値平均株価を採用）を、加えて将来の事業活動の状況を評価に

反映するためディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下、「ＤＣＦ法」といいます。）を採用し

て算定を行いました。なお、タムラ製作所の普通株式の１株当たりの株式価値を１とした場合の各算定

方法の算定レンジは、以下のとおりとなります。 
  

   
大和証券ＣＭは株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報および一般に公開された情

報等を原則として採用し、採用したそれらの資料および情報等が、全て正確、かつ、完全なものである

ことを前提としており、独自にそれらの正確性、信頼性、完全性または妥当性の検証を行っておりませ

ん。また、両社とその関係会社の資産または負債（簿外資産および負債、その他偶発債務を含みま

す。）について、個別の資産および負債の分析および評価を含め、独自に評価、鑑定または査定を行っ

ておらず、第三者機関への評価、鑑定または査定の依頼も行っておりません。加えて、当社の事業計画

および財務予想については、当社の経営陣により現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に、

かつ、適切な手続きに従って作成されていることを前提としております。 

（ニ） 本株式交換に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

③ 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等

（イ） 算定の基礎

採用手法 株式交換比率の算定レンジ

市場株価法 3.00～3.50

ＤＣＦ法 3.29～5.10
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一方、みずほ証券は、タムラ製作所については、市場株価基準法およびＤＣＦ法を採用して算定を行

いました。市場株価基準法では、平成23年３月23日を算定基準日として、対象期間については、株式市

場の状況等の諸事情を勘案し、算定基準日、算定基準日以前の１ヶ月間（平成23年２月24日から平成23

年３月23日まで）、３ヶ月間（平成22年12月24日から平成23年３月23日まで）、６ヶ月間（平成22年９

月24日から平成23年３月23日まで）の東京証券取引所における株価終値単純平均値を採用しました。ま

た、当社については、市場株価基準法およびＤＣＦ法を採用して算定を行いました。市場株価基準法で

は、平成23年３月23日を算定基準日として、対象期間については、株式市場の状況等の諸事情を勘案

し、算定基準日、算定基準日以前の１ヶ月間（平成23年２月24日から平成23年３月23日まで）、３ヶ月

間（平成22年12月24日から平成23年３月23日まで）、６ヶ月間（平成22年９月24日から平成23年３月23

日まで）のＪＡＳＤＡＱにおける株価終値単純平均値を採用しました。なお、各評価方法による当社の

普通株式１株に対するタムラ製作所の普通株式の割当株数の算定結果は、市場株価基準法では3.00～

3.45、DCF法では2.01～4.44と算定し、その結果を当社に提出いたしました。 

  

   
みずほ証券は、株式交換比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報および一般に公開された情

報等を原則としてそのまま採用し、採用したそれらの資料および情報等が、全て正確かつ完全なもので

あること、株式交換比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実でみずほ証券に対して未開示の

事実はないこと等を前提としており、独自にそれらの正確性および完全性の検証は行っておりません。

また、両社およびその子会社・関連会社の資産および負債（偶発債務を含みます。）について、独自の

評価または査定を行っていないことを前提としております。また、かかる算定において参照した両社の

財務見通しについては、両社により現時点で得られる最善の予測および判断に基づき合理的に準備・作

成されたことを前提としていること、ならびにかかる算定は平成23年３月23日現在の情報と経済情勢を

反映したものであることを前提としております。なお、みずほ証券が提出した株式交換比率の算定結果

は、本株式交換における株式交換比率の公平性について意見を表明するものではありません。 

  

タムラ製作所および当社は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の分析結果お

よび助言を慎重に検討し、また各社において両社の財務状況、業績動向、株価動向等を東北地方太平洋

沖地震のもたらす影響を含めて勘案し、これらを踏まえ両社間で真摯に交渉・協議を行いました。その

結果、両社は、上記記載の株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであると判

断し、平成23年３月25日に開催された両社の取締役会にて本株式交換の株式交換比率を決定し、同日、

両社間で本株式交換契約を締結しました。 

  

採用手法 株式交換比率の算定レンジ

市場株価基準法 3.00～3.45

ＤＣＦ法 2.01～4.44

（ロ） 算定の経緯
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大和証券ＣＭおよびみずほ証券はいずれも、タムラ製作所および当社の関連当事者には該当せず、本

株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

  

本株式交換により、その効力発生予定日である平成23年８月１日をもって、当社はタムラ製作所の完

全子会社となり、当社の普通株式はＪＡＳＤＡＱの上場廃止基準に従い、平成23年７月27日付で上場廃

止（最終売買日は平成23年７月26日）となる予定です。上場廃止後は、当社の普通株式をＪＡＳＤＡＱ

において取引することができなくなります。  

 しかしながら、当社の普通株式が上場廃止となった後も、本株式交換により当社の株主の皆様に割り

当てられるタムラ製作所の普通株式は東京証券取引所に上場されており、本株式交換の効力発生日以後

も金融商品取引所市場での取引が可能であることから、当社の普通株式を260株以上保有し本株式交換

によりタムラ製作所の普通株式の単元株式数である1,000株以上のタムラ製作所の普通株式の割当てを

受ける当社の株主の皆様に対しては、引き続き株式の流動性を提供できるものと考えております。  

 他方、260株未満の当社の普通株式を保有する当社の株主の皆様には、タムラ製作所の普通株式の単

元株式数である1,000株に満たないタムラ製作所の普通株式が割り当てられます。単元未満株式につい

ては金融商品取引所市場において売買することはできませんが、そのような単元未満株式を保有するこ

ととなる株主の皆様は、タムラ製作所に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求する

ことが可能です。また、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元となる数の普通株式をタムラ製

作所から買い増すことを請求することも可能です。 

  

 
  

（ハ） 算定機関との関係

（ニ） 上場廃止となる見込みおよびその事由

④ 株式交換完全親会社となる会社の概要

商号 株式会社タムラ製作所

所在地 東京都練馬区東大泉一丁目19番43号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田村 直樹

事業内容 電子部品・電子化学材料・実装装置・情報機器の製造・販売

資本金 11,829百万円 （平成23年３月31日現在）

純資産 29,090百万円 （平成23年３月31日現在）

総資産 60,061百万円 （平成23年３月31日現在）
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,600,059 863,005

受取手形及び売掛金 2,140,586 2,067,630

商品及び製品 568,909 775,182

仕掛品 93,635 76,642

原材料及び貯蔵品 720,627 612,072

繰延税金資産 141,376 123,079

関係会社短期貸付金 － 1,200,000

その他 164,937 167,314

貸倒引当金 △3,348 △2,165

流動資産合計 6,426,783 5,882,761

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 1,300,130 ※1 1,274,544

減価償却累計額 △616,608 △652,567

建物及び構築物（純額） 683,521 621,977

機械装置及び運搬具 ※1 1,939,938 ※1 1,856,345

減価償却累計額 △1,604,010 △1,632,484

機械装置及び運搬具（純額） 335,928 223,861

土地 ※1 890,087 ※1 890,087

リース資産 － 16,851

減価償却累計額 － △1,195

リース資産（純額） － 15,656

建設仮勘定 415 1,149

その他 921,316 927,171

減価償却累計額 △819,447 △853,533

その他（純額） 101,869 73,638

有形固定資産合計 2,011,822 1,826,370

無形固定資産 32,270 12,220

投資その他の資産

投資有価証券 215,278 173,632

繰延税金資産 147,980 184,263

その他 405,077 409,561

貸倒引当金 △21,622 △27,679

投資その他の資産合計 746,714 739,778

固定資産合計 2,790,807 2,578,369

資産合計 9,217,590 8,461,131
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,122,914 1,003,949

短期借入金 ※2 398,000 ※2 345,300

未払法人税等 14,250 20,622

賞与引当金 84,100 65,183

その他 ※1 261,732 174,609

流動負債合計 1,880,998 1,609,664

固定負債

長期借入金 9,000 －

退職給付引当金 309,251 316,000

繰延税金負債 5,400 －

その他 156,000 69,417

固定負債合計 479,652 385,418

負債合計 2,360,650 1,995,083

純資産の部

株主資本

資本金 3,331,726 3,331,726

資本剰余金 3,287,362 3,287,362

利益剰余金 396,633 76,414

自己株式 △10,627 △10,750

株主資本合計 7,005,095 6,684,752

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 37,170 16,632

為替換算調整勘定 △185,325 △235,336

その他の包括利益累計額合計 △148,154 △218,704

純資産合計 6,856,940 6,466,048

負債純資産合計 9,217,590 8,461,131
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 5,783,367 5,789,946

売上原価 ※7, ※8 4,429,897 ※7, ※8 4,655,091

売上総利益 1,353,469 1,134,854

販売費及び一般管理費 ※1, ※7 1,304,815 ※1, ※7 1,239,929

営業利益又は営業損失（△） 48,654 △105,074

営業外収益

受取利息 373 6,805

受取配当金 2,520 3,886

不動産賃貸料 8,525 8,914

その他 13,081 4,989

営業外収益合計 24,500 24,596

営業外費用

支払利息 6,021 5,219

売上割引 11,827 10,229

持分法による投資損失 27,932 －

為替差損 17,596 112,668

その他 2,872 13,206

営業外費用合計 66,250 141,324

経常利益又は経常損失（△） 6,904 △221,802

特別利益

固定資産売却益 － ※2 481

投資有価証券売却益 － 19,299

貸倒引当金戻入額 6,237 －

その他 ※3 1,200 －

特別利益合計 7,437 19,781

特別損失

固定資産売却損 ※4 21 －

固定資産除却損 ※6 1,529 ※6 294

減損損失 ※5 292,969 －

投資有価証券売却損 2,561 －

たな卸資産評価損 73,996 －

特別退職金 60,962 －

早期割増退職金 24,524 －

その他 26,327 －

特別損失合計 482,891 294

税金等調整前当期純損失（△） △468,549 △202,315

法人税、住民税及び事業税 13,966 18,198

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税額 △54,700 1,692

過年度法人税等 － 3,800

法人税等調整額 359,654 △9,290

法人税等合計 318,920 14,400

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △216,715

当期純損失（△） △787,469 △216,715
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △216,715

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △20,538

為替換算調整勘定 － △50,011

その他の包括利益合計 － ※2 △70,549

包括利益 － ※1 △287,265

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △287,265

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,331,726 3,331,726

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,331,726 3,331,726

資本剰余金

前期末残高 3,287,362 3,287,362

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,287,362 3,287,362

利益剰余金

前期末残高 1,287,608 396,633

当期変動額

剰余金の配当 △103,504 △103,504

当期純損失（△） △787,469 △216,715

当期変動額合計 △890,974 △320,219

当期末残高 396,633 76,414

自己株式

前期末残高 △10,585 △10,627

当期変動額

自己株式の取得 △42 △122

当期変動額合計 △42 △122

当期末残高 △10,627 △10,750

株主資本合計

前期末残高 7,896,111 7,005,095

当期変動額

剰余金の配当 △103,504 △103,504

当期純損失（△） △787,469 △216,715

自己株式の取得 △42 △122

当期変動額合計 △891,016 △320,342

当期末残高 7,005,095 6,684,752
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △9,280 37,170

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

46,450 △20,538

当期変動額合計 46,450 △20,538

当期末残高 37,170 16,632

為替換算調整勘定

前期末残高 △188,085 △185,325

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,759 △50,011

当期変動額合計 2,759 △50,011

当期末残高 △185,325 △235,336

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △197,365 △148,154

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

49,210 △70,549

当期変動額合計 49,210 △70,549

当期末残高 △148,154 △218,704

純資産合計

前期末残高 7,698,745 6,856,940

当期変動額

剰余金の配当 △103,504 △103,504

当期純損失（△） △787,469 △216,715

自己株式の取得 △42 △122

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 49,210 △70,549

当期変動額合計 △841,805 △390,892

当期末残高 6,856,940 6,466,048
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △468,549 △202,315

減価償却費 330,751 233,530

減損損失 292,969 －

たな卸資産評価損 73,996 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,237 4,873

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,194 △18,917

退職給付引当金の増減額（△は減少） △126,776 6,749

役員退職慰労金の支払額 △3,300 △105,000

投資有価証券売却損益（△は益） 2,561 △19,299

受取利息 － △6,805

支払利息 6,021 5,219

持分法による投資損益（△は益） 27,932 －

為替差損益（△は益） － △7,012

売上債権の増減額（△は増加） 224,780 53,637

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,572 △147,525

仕入債務の増減額（△は減少） 43,623 △45,301

その他 17,952 △11,057

小計 419,103 △259,223

利息及び配当金の受取額 2,893 10,691

利息の支払額 △5,552 △4,675

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 99,261 △8,032

営業活動によるキャッシュ・フロー 515,706 △261,239

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,000,011

定期預金の払戻による収入 － 1,020,157

有形固定資産の取得による支出 △46,965 △96,243

有形固定資産の売却による収入 13,289 －

投資有価証券の取得による支出 △5,996 △6,542

投資有価証券の売却による収入 205,820 －

関係会社貸付けによる支出 － △1,200,000

その他 31 1,373

投資活動によるキャッシュ・フロー 166,180 △1,281,266

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △43,260

長期借入金の返済による支出 △18,000 △18,000

配当金の支払額 △104,299 △103,446

その他 △42 △1,330

財務活動によるキャッシュ・フロー △122,341 △166,036

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,406 △8,364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 557,139 △1,716,908

現金及び現金同等物の期首残高 2,022,774 2,579,913

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,579,913 ※ 863,005
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該当事項はありません。 

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数  ２社

 Op-Seed Co.,(BD)Ltd.

 Op-Seed Device Co.,(BD)Ltd.
Op-Seed Device Co.,(BD)Ltd.は、平

成19年10月15日付けでOp-Seed  Co.,
(BD)Ltd.と合併契約を締結いたしまし
たが、バングラデシュ人民共和国にお
ける Return and statement 第75項に
より３年間の会社保持が義務付けられ
ており、現在休眠会社となっておりま
す。  
 なお、平成23年７月14日付けで清算
結了となる見込みであります。 
 また、前連結会計年度まで連結子会
社としておりました㈱オプシード津南
は、平成22年３月31日付けで清算結了
したため連結の範囲から除いておりま
すが、同日までの損益計算書について
は連結しております。

子会社はすべて連結しております。

連結子会社の数  ２社

 Op-Seed Co.,(BD)Ltd.

 Op-Seed Device Co.,(BD)Ltd.
Op-Seed Device Co.,(BD)Ltd.は、平

成19年10月15日付けでOp-Seed  Co.,
(BD)Ltd.と合併契約を締結いたしまし
たが、バングラデシュ人民共和国にお
ける Return and statement 第75項に
より３年間の会社保持が義務付けられ
ており、現在休眠会社となっておりま
す。  
 なお、平成23年７月14日付けで清算
結了となる見込みであります。

２ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。
なお、前連結会計年度まで持分法を適
用しておりましたティージーオプシード
㈱は、平成22年３月31日付けで当社が保
有するすべての株式を売却したため、持
分法の適用範囲から除外しております
が、除外までの期間の損益については持
分法を適用しております。

該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項
連結子会社のうちOp-Seed Co.,(BD)
Ltd.及びOp-Seed Device Co.,(BD)Ltd.
の決算日は、12月31日であります。連
結財務諸表の作成にあたっては、同日
現在の財務諸表を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っておりま
す。

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券 
 ・その他有価証券  
  時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は総平均
法により算定)

  時価のないもの 
   総平均法による原価法

① 有価証券  
 ・その他有価証券

同左

② 通常の販売目的で保有するたな卸
資産
評価基準は原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっておりま
す。
商品  総平均法
製品  主として総平均法
仕掛品 主として総平均法
原材料 主として総平均法
貯蔵品 最終仕入原価法

② 通常の販売目的で保有するたな卸
資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(２) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

① 有形固定資産(リース資産を除

く。)
  主として定率法によっておりま
す。なお、Op-Seed  Co.,(BD)Ltd.の
建物及び構築物については、定額法
によっております。 
 また、主な耐用年数は次のとおり
であります。

建物及び構築物 ７年～50年

機械装置及び 

運搬具
５年～７年

また、平成19年３月31日以前に取得し
たものについては、償却可能限度額まで
償却が終了した翌年から５年間で均等償
却する方法によっております。

① 有形固定資産(リース資産を除

く。)
同左

② 無形固定資産(リース資産を除

く。)
定額法によっております。 
但し、自社利用のソフトウエアにつ
いては社内における利用可能期間に
基づく定額法によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除

く。)
同左

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産  
 リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

③ リース資産
同左

(３) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当連結

会計年度の負担額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の将来の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、未認識数理計算上の差異に

ついては、発生の翌期より定額法(５

年)にて費用処理しており、過去勤務

債務については発生した連結会計年

度に一括して費用処理しておりま

す。
(会計方針の変更)
当連結会計年度より「退職給付に係る
会計基準」の一部改正（その３）（企業
会計基準第19号 平成20年７月31日）を
適用しております。 
 なお、本会計基準適用に伴い損益に与
える影響はありません。

③ 退職給付引当金
同左
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

───────
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(４) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務等については、繰延ヘッ

ジ処理を行なっております。

① ヘッジ会計の方法
同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段─為替予約
ヘッジ対象―外貨建営業債権

外貨建仕入債務

② ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

③ ヘッジ方針

外貨建営業債権・外貨建仕入債務

に伴う為替の変動リスクヘッジを目

的として、３ヶ月を限度とした輸出

入に係る予定取引により確実に発生

すると見込まれる範囲内で為替予約

を取り組む方針であります。なお、

投機的な取引は行わない方針であり

ます。

③ ヘッジ方針
同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内ル

ールに基づき取引を行なっておりま

す。

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッ

ジ会計に係るもの

同左

(５)連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

─────── 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

(６) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項
全面時価評価法によっております。 ───────

６ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

───────
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

【会計方針の変更】

前連結会計年度 
(自  平成21年４月１日 
 至  平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成22年４月１日 
 至  平成23年３月31日)

─────── （資産除去債務に関する会計基準等）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して
おります。 
 これにより、当連結会計年度の営業損失、経常損失及
び税金等調整前当期純損失に与える影響はありません。
また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変
動額はありません。

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
(自  平成21年４月１日 
 至  平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成22年４月１日 
 至  平成23年３月31日)

─────── （連結損益計算書関係）
当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基
準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ
き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成
21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主
損益調整前当期純損失」の科目で表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシ
ュ・フロー」の「固定資産除却損」、「固定資産売却損
益」、「受取利息」、「受取配当金」、「為替差損益」
及び「その他の資産・負債の増減額」として個別掲記さ
れていたものは、重要性が乏しいため、当連結会計年度
から「その他」に含めて掲記しております。 
 また、前連結会計年度において、「投資活動によるキ
ャッシュ・フロー」の「定期預金の預入による支出」、
「無形固定資産の取得による支出」及び「その他の収
入」として個別掲記されていたものは、重要性が乏しい
ため、当連結会計年度より「その他」に含めて掲記して
おります。 
 なお、当連結会計年度の「営業活動によるキャッシ
ュ・フロー」の「その他」に含まれております「固定資
産除却損」、「固定資産売却損益」、「受取利息」、
「受取配当金」、「為替差損益」及び「その他の資産・
負債の増減額」はそれぞれ1,529千円、21千円、△373千
円、△2,520千円、2,691千円及び24,312千円であり、ま
た、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その
他」に含まれております「定期預金の預入による支
出」、「無形固定資産の取得による支出」及び「その他
の収入」はそれぞれ△40千円、△240千円及び312千円で
あります。

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシ
ュ・フロー」の「有形固定資産の売却による収入」とし
て個別掲記されていたものは、重要性が乏しいため、当
連結会計年度より「その他」に含めて掲記しておりま
す。なお、当連結会計年度の「投資活動によるキャッシ
ュ・フロー」の「その他」に含まれております「有形固
定資産の売却による収入」は1,342千円であります。 
 また、前連結会計年度において、「営業活動によるキ
ャッシュ・フロー」の「その他」及び「投資活動による
キャッシュ・フロー」の「その他」に含まれておりまし
た「受取利息」、「為替差損益」及び「定期預金の預入
による支出」は、重要性が増加したため、当連結会計年
度では区分掲記することとしております。なお、前連結
会計年度の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の
「その他」に含まれる「受取利息」、「為替差損益」及
び「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」
に含まれる「定期預金の預入による支出」はそれぞれ△
373千円、2,691千円及び△40千円であります。
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【追加情報】

前連結会計年度  
(自 平成21年４月１日  
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度  
(自 平成22年４月１日  
 至 平成23年３月31日)

─────── (包括利益の表示に関する会計基準)

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適
用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」
及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度
の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額
等合計」の金額を記載しております。

─────── (株式交換契約の締結について）

当社は、平成23年３月25日開催の取締役会において、
親会社である株式会社タムラ製作所（以下、「タムラ製
作所」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社
を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議
し、同日付で株式交換契約を締結しました。 
 本株式交換契約の概要は、次のとおりであります。
(１)本株式交換の目的
本株式交換を通じて、トップクラスの電源技術、素材
技術等に裏づけされた、タムラ製作所の生産、研究開
発、グローバルな調達体制と、当社のＬＥＤ関連の独自
技術の融合を更に深化させ、グループとしてのシナジー
効果を一層高め、両社におけるＬＥＤ関連ビジネスを強
化することを目的としております。
（２）株式交換の予定日（効力発生日）
平成23年８月１日（予定）
（３）株式の割当比率
当社の普通株式１株に対して、タムラ製作所の普通株
式3.85株を割当て交付します。ただし、タムラ製作所が
保有する当社の普通株式3,600,400株については、本株
式交換による株式の割当ては行いません。
（４）株式交換比率の算定根拠
本株式交換の株式交換比率については、その公平性・
妥当性を確保するため、タムラ製作所は大和証券キャピ
タル・マーケッツ株式会社を、当社はみずほ証券株式会
社を、それぞれの第三者算定機関に選定いたしました。
両社はそれぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式
交換比率の分析結果および助言を慎重に検討し、また各
社において両社の財務状況、業績動向、株価動向等を東
北地方太平洋沖地震のもたらす影響を含めて勘案し、真
摯に交渉・協議を行い、本株式交換の株式交換比率を決
定しました。
（５）株式交換完全親会社となる会社の概要

商号 株式会社タムラ製作所

所在地
東京都練馬区 
東大泉一丁目19番43号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田村 直樹

事業内容
電子部品・電子化学材料 
実装装置・情報機器の製造・販売

資本金
11,829百万円 
（平成23年３月31日現在）

純資産
29,090百万円 
（平成23年３月31日現在）

総資産
60,061百万円 
（平成23年３月31日現在）
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１ 所有権が留保されている資産

固定資産の建物及び構築物、機械装置及び運搬
具並びに土地の一部につきましては、静岡県の制
度融資に基づく売買予約・使用貸借による建物
29,579千円、構築物422千円、機械装置67千円及
び土地73,464千円が含まれており、対応債務は、
建物等の未払金5,806千円であり、流動負債（そ
の他）に5,806千円計上しております。

※１ 所有権が留保されている資産

固定資産の建物及び構築物、機械装置及び運搬
具並びに土地の一部につきましては、静岡県の制
度融資に基づく売買予約・使用貸借による建物
27,450千円、構築物297千円、機械装置33千円及
び土地73,464千円が含まれております。

※２ 当座貸越契約について
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 
 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る
借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,640,000千円

借入実行残高 380,000千円

差引額 1,260,000千円

※２ 当座貸越契約について
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 
 当連結会計年度末における当座貸越契約に係る
借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額 1,640,000千円

借入実行残高 170,000千円

差引額 1,470,000千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費

  主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

給料手当 458,223千円

賞与引当金繰入額 45,414千円

退職給付費用 36,630千円

※１ 販売費及び一般管理費

 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。

給料手当 437,384千円

賞与引当金繰入額 35,050千円

退職給付費用 41,745千円

───────

 

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 481千円

計 481千円

※３ 再就職支援金の未使用残高の取崩額であります。 ───────

※４ 固定資産売却損の内訳

建物 21千円

 計 21千円

───────

 

※５ 減損損失

用途 種類 場所
金額
（千円）

賃貸資産 投資その他の資産
東京都 
練馬区

12,600

ERPシステム
その他の有形固定
資産、無形固定資
産

東京都 
練馬区

120,435

製造設備等

建物及び構築物、
機械装置及び運搬
具、土地、その他
の有形固定資産、
無形固定資産

新潟県 
中魚沼郡

159,933

合計 292,969

当社及び連結子会社は、主として管理会計上の区分に
基づいてグルーピングを行っております。また、賃貸資
産及び遊休資産は、個別資産ごとにグルーピングを行っ
ております。  
 上記の賃貸資産については、売却する見込みとなった
ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。 
 また、ERPシステムについては、新システムへの移行
により使用する見込みがなくなったため、帳簿価額を回
収可能価額まで減額いたしました。 
 製造設備等については、連結子会社であった株式会社
オプシード津南が会社清算となったため、今後の利用が
見込めないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額
いたしました。 
 回収可能価額は、不動産鑑定評価額等の正味売却価
額、又は使用価値により測定しております。使用価値に
ついては、短期処分予定のため、割引計算を行っており
ません。

───────

※６ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 1,455千円

機械装置及び運搬具 17千円

その他の有形固定資産 56千円

計 1,529千円
 

※６ 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 58千円

その他の有形固定資産 235千円

計 294千円

※７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は392,723千円であります。

※７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は430,223千円であります。

※８ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

※８ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価         58,324千円 売上原価              44,788千円
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 
  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
(注) 単元未満株式の買取により70株増加いたしました。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

─────── ※１

 

当連結会計年度の直前連結会計年度における
包括利益
親会社株主に係る包括利益 △738,259千円

少数株主に係る包括利益 ―千円

計 △738,259千円

─────── ※２

 

当連結会計年度の直前連結会計年度における 
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 46,450千円

為替換算調整勘定 2,759千円

計 49,210千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,908,350 ─ ─ 6,908,350

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 8,000 70 ─ 8,070

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月12日 
決算取締役会

普通株式 103,504 15.00 平成21年３月31日 平成21年６月25日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月11日 
決算取締役会

普通株式 利益剰余金 103,504 15.00 平成22年３月31日 平成22年６月11日
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 
  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
(注) 単元未満株式の買取により148株増加いたしました。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,908,350 ― ― 6,908,350

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 8,070 148 ― 8,218

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月11日 
決算取締役会

普通株式 103,504 15.00 平成22年３月31日 平成22年６月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月10日 
決算取締役会

普通株式 利益剰余金 103,501 15.00 平成23年３月31日 平成23年６月10日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日)

現金及び預金 2,600,059千円

預入期間３か月超の定期預金 △20,145千円

現金及び現金同等物 2,579,913千円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日)

現金及び預金 863,005千円

預入期間３か月超の定期預金 ―  千円

現金及び現金同等物 863,005千円
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当社グループは、自動販売機関連製品、LED応用製品の光応用製品並びに当該製品関連の樹脂成形

金型等の製造販売を専ら業としており、光応用製品の単一セグメントのため前連結会計年度（自 平

成21年４月１日 至 22年３月31日）において事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 
  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
（注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

 ２ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、ありません。 
 ３ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産（3,425,379千円）の主なものは、親会社での余資運
用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 
  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22
年３月31日）において海外売上高の記載を省略しております。 

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

(所在地別セグメント情報)

日本
（千円）

バングラデシュ
人民共和国 
（千円）

計
（千円）

消去または全社 
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ 売上高

 （１）外部顧客に 
    対する売上高 5,783,367 ─ 5,783,367 ─ 5,783,367

 （２）セグメント間の 
    内部売上高又は振替高 ─ 1,614,280 1,614,280 (1,614,280) ─

計 5,783,367 1,614,280 7,397,648 (1,614,280) 5,783,367

 営業費用 5,755,260 1,600,308 7,355,569 (1,620,856) 5,734,712

 営業利益 28,106 13,972 42,079 6,575 48,654

Ⅱ 資産 5,364,749 1,507,793 6,872,542 2,345,048 9,217,590

(海外売上高)
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（追加情報） 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。 

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

１. 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社は、取り扱う製品別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 従って当社は、当社が製造販売する光応用製品の内容、製造方法または製造過程及び製品を販売する

市場の類似性を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「自動販売機関連」、「アミューズ

メント関連」、「照明関連」及び「表示器関連」の４つを報告セグメントとしております。 

 「自動販売機関連」は、自動販売機の押しボタンや自動販売機用LED照明等の製造販売をしておりま

す。「アミューズメント関連」は、遊技機に取り付けるチップLEDランプの製造販売をしております。

「照明関連」では、LED電球や蛍光管形LED照明、そしてバックライト光源モジュールの製造販売をして

おります。「表示器関連」は、産業用及び鉄道用に関連する表示装置等の製造販売をしております。 

  

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

 また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

 
  

(セグメント情報)

(単位：千円)

報告セグメント

合計
自動販売機 
関連

アミューズ
メント関連

照明関連 表示器関連

売上高

外部顧客への売上高 2,804,014 1,105,940 734,195 1,145,796 5,789,946

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 2,804,014 1,105,940 734,195 1,145,796 5,789,946

セグメント利益 
又は損失(△)

32,454 △810 △131,757 98,466 △1,647

セグメント資産 2,341,181 1,390,129 644,078 1,075,482 5,450,873

その他の項目

減価償却費 66,911 88,668 17,868 38,347 211,794

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額

45,768 17,513 16,686 11,429 91,397
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４. 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 
  

 
（注）全社資産は、各報告セグメントに帰属しない資産であります。 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１. 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２. 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

 
  

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △1,647

棚卸資産の調整額 △36,420

有形固定資産の調整額 △23,194

その他の調整額 △43,810

連結財務諸表の営業利益 △105,074

(単位：千円)

資産 金額

報告セグメント計 5,450,873

全社資産 3,010,258

連結財務諸表の資産合計 8,461,131

(単位：千円)

その他の項目 報告セグメント計 調整額
連結財務諸表
計上額

減価償却費 211,794 △2,287 209,507

(関連情報)

(単位：千円)

日本
バングラデシュ  
人民共和国

合計

1,583,014 243,356 1,826,370
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３. 主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

富士電機リテイルシステムズ㈱ 912,658 自動販売機関連製品

サンデン㈱ 800,297 自動販売機関連製品

ミタチ産業㈱ 737,240 アミューズメント関連製品

ミネ電子㈱ 698,901 自動販売機関連製品

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  
２. １株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
(注) １．平成22年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。 

２．平成23年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 993.72円 937.09円

１株当たり当期純損失金額（△） △114.12円 △31.41円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 ― 円 ― 円

項目
前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(千円)

6,856,940 6,466,048

普通株式に係る純資産額(千円) 6,856,940 6,466,048

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 6,908 6,908

普通株式の自己株式数(千株) 8 8

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

6,900 6,900

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（△）
(千円)

△787,469 △216,715

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 損 失（△）
(千円)

△787,469 △216,715

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(千円)

─ 
 

─ 

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,900 6,900

当期純利益調整額(千円) ─ ─ 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額の算定に用いられた普通株式増加数の
主要な内訳(千株)

─ ─ 

普通株式増加数(千株) ─ ─ 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定に
含まれなかった潜在株式の概要

平成17年10月５日発
行の新株予約権（96千
株）であります。

平成17年10月５日発
行の新株予約権（90千
株）であります。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)
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本日（平成23年５月10日）発表の「代表取締役の異動および役員の異動に関するお知らせ」をご参

照ください。 

  

（２）その他 

該当事項はありません。 

  

４．その他

（１）役員の異動
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